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東広島市建設工事関係書類作成要領 -建築・設備工事編- 

 

平成 25 年 3 月 25 日制定 

平成 27 年 4 月 1 日改定 

平成 30 年 3 月 30 日改定 

令和 4 年 9 月 30 日改定 

令和 7 年 4 月 1 日改定 

 

1 目的 

建設工事請負契約約款や共通仕様書等の設計図書に基づき、受注者に対し提出を求めている

工事書類について、提出・提示・取りまとめ方法の見直しを行い、発注者の監督職員と受注

者が共通認識をもち、施工管理業務の効率化を図ることを目的とする。 

 

2 実施内容 

(1) 施工計画書について 

当初の施工計画の内容に変更が生じた場合は、当初施工計画書を赤書で修正、追記しても

よいものとする。この場合、修正日を記入しておく。（同じ項目に、内容の変更が２回以上

あった場合は、色を変えて修正するなど修正日を明確にすること。） 

施工計画に大きく影響しない軽微な変更の場合、変更施工計画書の提出は不要とする。 

◎提出の不要な例（軽微な変更の例） 

 工期末の精算変更、施工方法の変更を伴わない工事中の数量の増減、工期のわずかな変

更、現場代理人等の変更に伴う組織表の変更、条ズレ 

 

(2) 建設業退職金共済制度（以下「建退共」という。）について 

建退共の受払い簿及び共済手帳(写し)については、書類の提示とする。 

（ただし、工事ごとで共済証紙を購入していない場合は監督職員と協議を行うこと。） 

 

(3) 施工体制台帳について 

受注者が下請け契約を締結したときは、施工体制台帳（作業員名簿含む）を作成し、その

写しを提出するものとする。また、2次以下の下請契約がある場合、再下請負通知書を作成

し、その写しを提出するものとする。 

◎添付を必要とする書類 

 施工体系図、発注者との契約書の写し、2次以下の下請負人を含め全ての下請契約の契

約書の写し、配置技術者が主任（監理）技術者資格を有することの証明書の写し、監理

技術者補佐を置いた場合は監理技術者補佐資格を有することの証明書の写し、専門技術

者を置いた場合は資格を有することの証明書の写し、主任（監理）技術者・監理技術者

補佐及び専門技術者の雇用関係を証明できるものの写し 

◎添付を不要とする書類（受注者で別途整理・保管しておけばよい書類） 

 建設業許可や警備業認定証の写し、請負会社の厚生年金保険や雇用保険加入を証明する

ものの写し、監理技術者などの技術者届の写し、見積依頼書及び見積書（契約書の一部
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である場合を除く）、技術者配置要件以外の資格や実務経歴の写し、警備業者との契約

書及び警備員の資格の写し、外国人就労者関係の書類（外国人建設就労者等建設現場入

場届出書等） 

 

(4) 建設副産物関係について 

建設副産物情報交換システム工事登録証明書（工事請負金額 100 万円以上）、産業廃棄物

の運搬及び処分の契約書、マニフェストについては、監督職員、検査員の請求による提示と

する。 

なお、建設副産物の追跡調査(運搬状況写真)は、監督職員が必要であると求めた場合を除

き、提出は不要とする。 

 

(5) 工事打合せ簿の添付について 

契約約款上の提出書類には、工事打合せ簿の様式は添付しないこととする。 

◎添付を求めない書類:現場代理人及び主任技術者等指名届、工程表、請負代金内訳書、工事履行報告書、

完成通知書、引渡書、工事延長申請書など 

 

 

(6) 材料納品伝票について 

使用材料の納品伝票の提出は、原則として出来形確認が困難な材料のみとすることがで

きるものとする。 

 

(7) 工事材料の品質及び性能の確認について 

工事材料の品質及び性能を証明する資料で、ＪＩＳマーク表示品については、ＪＩＳマ

ーク表示状態の確認とし品質及び性能を証明する資料の提出は省略できるものとする。 

 

(8) 工事実績情報サービス（CORINS）の登録について 

工事実績情報サービス（CORINS）について、「登録のための確認のお願い」の確認にあた

っては、工事打合せ簿の作成は不要とし、登録機関を介した電子メールによる確認依頼で

も可とする。（受注者は、発注者が内容確認後に署名押印した文書を保管する。） 

また、「登録内容確認書」が受注者に届いた際には、速やかに監督職員に提示（検査時も

提示）するものとし、提出は不要とする。 

 

(9) 主要資材の購入先について 

施工計画書に購入先の業者の名称及び所在地並びに資材名等を記載し、所在地が本市以

外であるときは、その理由を備考欄等に記載すること。 

 

3 工事関係書類の取りまとめ 

別に定める建設工事関係書類作成マニュアル（別紙 1）のとおり統一的に綴り、取りまとめ

るものとする。 
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4 本要領の位置づけ、今後の方向性及び留意事項 

本要領は、1の目的を達成するために、実施可能な項目を抽出し具体的な方針を定めたもの

である。今後は実施結果を受けて効果を検証し、適宜見直しを行うものとする。また、本文

中の提示とは、監督職員、検査員が必要に応じ随時提示の請求をすることがあるという意味

で、検査時に整っていればよいというものではないことを受注者と確認するとともに、監督

段階で必要と判断される場合は、従来どおりの方法（提出）がとれるものとする。 

 

附  則 

この要領は、平成 25 年 3 月 25 日から施行し、平成 25 年 4 月 1日以後に公告・通知を行う工事

について適用する。 

附  則 

この要領は、平成 27 年 4 月 1日以後に契約を締結した工事について適用する。 

附  則 

この要領は、平成 30 年 4 月 1日以後に公告・通知を行う工事について適用する。 

附  則 

この要領は、令和 4年 10 月 1 日以後に公告・通知を行う工事について適用する。 

附  則 

この要領は、令和 7年 4月 1日以後に契約締結した工事について適用する。 

 


